


















１．内部統制システムを含むコーポレート・ガバナンス体制について

○ 経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営組織の概要は下記のとおりであります。

（平成２６年６月２６日現在）

○ 内部統制システム（管理部門の配置状況及び営業部門への主な牽制機能）は下記のとおりであります。

（平成２６年６月２６日現在）
管理部門（情報管理）

（内部統括責任者） （会社情報に関する統括） （３名：リスク管理、法務統括）

（５名：経理事務統括）

（３名：業務全般にわたる内部監査）

（２名：財務事務統括）

（２名：予算統制、適時開示等）
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２．適時開示体制の概要について

○ 当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、下記のとおりです。

（平成２６年６月２６日現在）

１．決定事実に関する情報
取締役会決議後、速やかに情報開示しております。　（流れ：①→②→③→④→⑤→⑥→⑦→⑧）

２．発生事実に関する情報
発生後、状況に応じて情報開示担当役員の判断で速やかに情報開示後、取締役会へ報告して
おります。　（流れ：①→②→③→⑥→⑦→⑧→④→⑤）

※ 社内規程に基づく情報管理の徹底
・ 取締役会規程

③　報告 ④　取締役会招集 ・ 内部情報管理規程　等

・ 決定事実の取締役会決議
・ 発生事実公表後、取締役会へ報告

⑤　決議

②　報告 ⑥　指示

開示資料の作成
（ＴＤｎｅｔ送信→連絡）

①　確認、連絡
・ 決定事項の情報

⑦　情報開示 ・ 発生事実の情報
・ 決算に関する情報　等

（東京証券取引所のホームページ上に掲載される。） ※ 資料投函も同時に実施
（松山記者クラブ等）

⑧　

（当社のホームページ上にも掲載する。）
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